
第14号様式（第９条関係）
番　　　号
年　月　日
東京都知事　殿
名　　称　　融　資　機　関　　
代　　表　　者　　
沿岸漁業改善資金都貸付金借用証書の提出について
年　月　日付けで支払を受けた沿岸漁業改善資金都貸付金の借用証書を別添のとおり提出します。
（日本産業規格Ａ列４番）
（別添）
	収入印紙貼付欄


沿岸漁業改善資金都貸付金借用証書
番　　　号
年　月　日
名　　称　　融　資　機　関
代　　表　　者
１　沿岸漁業改善資金都貸付金　金　　　　　　　　円借用しました。

２　沿岸漁業改善資金に係る法令、国の通知及び都の貸付規程、裏面の特約条項を遵守し、償還期日までに必ず償還することを確約いたします。
３　償還期限及び償還金額は、次のとおりとします。
	資　金
	種　類
	貸付決定番号
	貸付金額

	
	
	
	千円

	償還期限
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	償
還
方
法

	償還期日
	金額
	残高
	備考

	
	第１回
第２回
第３回
第４回
第５回
第６回
第７回
第８回
第９回
第10回
第11回
第12回
第13回
	　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
	            　円
	　　　　　　円

	

	
	計
	
	
	


（日本産業規格Ａ列４番）

沿岸漁業改善資金都貸付金借用証書特約条項
（借入金の使用）
第１条　債務者（以下「乙」という。注：融資機関）は東京都（以下「甲」という。）から借り受けたこの資金と同額を、　　　　　（以下「丙」という。）に対し、利率、償還期間、据置期間、償還方法及び償還期日を甲乙間のものと同一にして転貸する。
（期限前償還）
第２条　乙は、甲が次の各号のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場合には、償還期限（分割支払の各支払期日を含む。以下同じ。）にかかわらず、直ちに債権の全部又は一部を弁済する。
(1) 乙が都貸付金を貸付目的以外の目的に使用したとき。
(2) 乙が都貸付金の償還を怠つたとき（丙に転貸した資金の償還を沿岸漁業改善資金助成法（昭和54年法律第25号）第12条第２項において準用する同法第10条の規定により猶予したことにより、乙が都貸付金の償還を償還期日までに行うことができない場合を除く。）。
(3) 乙が借受金を借入後速やかに貸付けをしないとき。
(4) 乙がこの資金の借入れに際し、又は借入後この借入金債務の全部を弁済するまでの間において、甲に対し虚偽の申請若しくは報告をし、又は故意に必要な事実の報告を怠つたとき。
(5) 乙につき仮差押え、差押えの申請若しくは競売の申立があつたとき又は破産若しくは再生手続開始の申立があつたとき。。
(6) 乙が支払を停止し、若しくは手形交換所より取引停止処分を受けたとき又は清算に入つたとき。
(7) 乙が租税公課を滞納して督促又は保全差押えを受けたとき。
(8) 乙が甲に対し数個の債務を負う場合において、その一つでも期限に弁済しなかつたとき。
(9) 乙が都貸付規程及びこの契約又はこれらに基づく義務の履行を怠つたとき。
(10)その他甲が債権保全上著しい支障があると認めたとき。
（繰上償還）
第３条　乙は、償還期限にかかわらず借入金の全部又は一部を甲に繰上償還することができる。
（転貸債権の期限前償還及び繰上償還）
第４条　乙は、乙丙間の特約に基づき丙に債務の期限前償還を請求しようとするときは、あらかじめ甲に通知するものとする。
２　乙は、乙丙間の特約に基づき丙に対し債務の期限前償還を請求してその弁済を受けたとき又は丙の任意の弁済を受けたときは、速やかに受領額をこの契約に定める償還期限にかかわらず甲に償還する。
３　甲は、乙が乙丙間の特約に基づき丙に対し債務の期限前償還を請求できる場合には、丙に期限前償還の請求をするよう乙に対し指示することができる。
（経理上の措置）
第５条　乙は、この借入金の使途を明らかにするため、甲の指示するところに従い、経理上必要な措置を行う。
（報告）
第６条　乙は次に掲げる場合には、甲の定めるところにより、遅滞なく甲に報告する。
(1) この借入金の転借により改良、造成又は取得された施設が貸付けの目的に反して使用され、譲渡され、交換され、貸し付けられ、若しくは担保に供され、又は公用収用されることとなつたことを知つた場合
(2) 乙の住所、名称、資本金若しくは代表者に異動を生じ、又は乙に解散その他これに準ずる事実が発生した場合
(3) 乙の資産若しくは事業の状況に著しい変動を生じ、又はそのおそれのある場合
(4) 上記のほか、乙丙間の特約に基づき丙より報告を受けた場合
(5) その他甲が指示する場合
（調査）
第７条　乙は、甲の役職員その他甲の委嘱を受けた者が、乙の事務所その他必要な場所に立ち入り、事業の状況、書類、帳簿その他必要な事項又は担保物件の調査をすることを承認する。
（弁済充当の指定権）
第８条　乙は、丙より受領した弁済金の充当について甲の指示があるときは、当該指示に従うことを承認する。
（違約金）
第９条　乙は、支払期日に償還金を支払わなかつた場合又は甲の指定する支払期日に第２条の規定により期限前償還すべき金額を支払わなかつた場合には、延滞金額につき年12.25パーセントの割合をもつて支払期日の翌日から支払当日までの日数により計算した延滞に係る違約金を甲に支払う。
２　乙は、転貸先丙が沿岸漁業改善資金助成法第10条の規定による支払の猶予の申請をした場合において、支払期日を過ぎて猶予しない旨の決定があつた場合においても、前項の規定による違約金を支払う。
３　乙は、乙丙間の特約により丙に対し違約金を請求できる事態が生じたときは、その旨を甲に報告し、甲の指示に従う。
４　乙は、前項により丙に対し違約金を請求して弁済を受けたときは、速やかにこれを甲に引き渡す。
５　第１項の規定に定める年当たりの割合は、EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じゅん),閏)年の日を含む期間についても365日当たりの割合とする。

